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定期健康診断の有所見率改善の取組状況 

～ 労働者への保健指導後の継続的なフォローアップが不十分 ～ 

  

大阪労働局（局長 西岸 正人）は、各企業の定期健康診断の有所見率改善に向けた取組の

現状を確認し、今後の行政施策の的確な推進を図るため、本年9月、大阪府内の2,059事業場

に対して、自主点検方式による調査を実施し、回答を得た678事業場（回収率32.9％）につい

て、その結果を取りまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 労働安全衛生法に基づく定期健康診断の有所見率（異常の所見がある労働者の割合）は年々

上昇しており、平成 22 年は 51.8%に達し、大阪府内の半数を超える労働者が有所見という

状況になっている。特に、脳・心臓疾患関係の検査項目（血中脂質検査等）の有所見率の上

昇傾向が顕著（平成 23年 7月：大阪労働局記者発表「定期健康診断結果について」）であり、

これらの改善が課題となっている。 

＊ 定期健康診断の有所見率を改善するためには、事業者が、医師等から聴取した健康診断結果

に関する意見を勘案し、労働時間の短縮等の就業上の措置を行うこと、保健指導を適切に行

うことのほか、労働者自身が保健指導に基づき、食生活改善、運動等に取り組むことが重要

であり、実施状況のアンケートや労働者から定期的な報告を求める等により、各人の実施状

況を把握し、的確なフォローアップを図っていくことが必要である。 

＊ 大阪労働局では、今回の自主点検結果を踏まえ、事業場における取組好事例を収集し、集団

指導や個別指導を通じて紹介する等により、事業場における今後の定期健康診断の有所見率

改善に向けた取組を促進することとしている。 
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電 話    06(6949)6500 
 

【調査結果のポイント】 

○ 定期健診結果についての「医師等からの意見聴取」や「労働者への通知」、特に健康の保持

に努める必要がある労働者についての「保健指導の実施」などの各項目の実施率は、それぞ

れ90.7％、99.0％、80.2％と高い割合を示している。 

○ 一方で、以下の問題点が認められた。 

・保健指導実施後の労働者へのフォローアップは不十分。 

・有所見率改善に向けて計画的に進めている事業者、産業医を積極的に活用している事業者

は半数に止まる。 

・また、労働者の取組の実施状況等を個々に評価している事業者は3分の1に止まる。 



有所見率の改善に向けた取組 自主点検結果 

 

大阪労働局では、各企業の定期健康診断における有所見率の改善を図るため、平成 23

年度全国労働衛生週間準備期間（平成 23年 9月 1日～30日）に府内の各労働基準監督

署が開催した労働衛生週間実施要綱説明会に出席した事業場等を対象に自主点検方式

による調査を実施し、その結果を取りまとめた。 

 

◆回収した自主点検表は 678事業場 

2,059事業場に自主点検表を配布し、678事業場から提出があった。（提出率 32.9％） 

 

提出があった事業場の規模（労働者数）は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

◆自主点検項目 

１－１ 定期健康診断における有所見についての医師からの意見聴取を行っていますか。 

事業者には、有所見と診断された

労働者について、健康を保持するた

めに必要な就業上の措置に関する

医師からの意見聴取が義務付けら

れている。この医師からの意見聴取

は 615の事業場（90.7％）において

実施されている。 

 

 

 

１－２ 医師からの意見に基づき、労働時間の短縮、作業の転換等の事後措置を実施してい

ますか。 

1-1 で医師からの意見聴取を行っ

ている 615事業場のうち、その意見

に基づいた就業場所の変更、作業の

転換、労働時間の短縮、深夜業の回

数の減少等の措置を講ずるなどの

事後措置を実施していない事業者

が 11.4%ある。 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 該当者がいない 無回答

（安衛法第 66条の 4） 

（安衛法第 66条の 5） 

11.4% 53.0% 35.1% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答
◇医師からの意見聴取 

90.7% 8.7% 

はい いいえ 無回答 

615 59 4 

 

はい いいえ 該当者がいない 無回答 

326 70 216 3 

 

◇事後措置の実施 

50 人未満               53 事業場（ 7.8％） 

50 人以上 100 人未満     221 事業場（32.6％） 

100 人以上 300 人未満    294 事業場（43.4％） 

300 人以上              110 事業場（16.2％） 

 



２ 定期健康診断の結果を労働者へ通知していますか。 

定期健診結果の労働者への通知

はほぼすべての事業者（99.0%）が

行っている。 

 

 

 

 

 

 

３－１ 定期健康診断の結果に基づき、医師又は保健師による保健指導を実施していますか。 

544（80.2%）の事業者が定期健

康診断の結果に基づき、特に健康の

保持に努める必要があると認めら

れる労働者について保健指導※を行

っている。 

 

 

※保健指導：日常生活面での食生活、運動等の指導、健康管

理に関する情報の提供、再検査又は精密検査の受診の勧奨、医療機関で治療を

受けることの勧奨等を個別面談又は文書により行うこと。 

 

 

３－２ 保健指導は、有所見の改善に向けて、食生活等の指導、健康管理に関する情報の提

供等の充実を図っていますか。 

3-1 で保健指導を行っていると回

答した 544 の事業者のうち 92.1％

の事業者が有所見の改善に向けて

の指導内容等の充実を図っている。 

 

 

 

３－３ 定期健康診断の結果及び保健指導を利用して、労働者自身は健康の保持のための取

組を実施していますか。 

保健指導を行っている 544 の事

業者のうち、労働者の取組状況を把

握していない事業者が 207（38.1%）

あり、多くが保健指導後の継続的な

フォローアップを実施していない

状況が見られる。 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 把握していない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

（安衛法第 66条の 6） 

（安衛法第 66条の 7第 1項） 

（安衛法第 66条の 7第 2項） 

99.0% 

0.4% 

80.2% 18.7% 

7.9% 92.1% 

61.0% 38.1% 

0.9% 

はい いいえ 無回答 

671 3 4 

 

◇定期健診結果の労働者への通知 

はい いいえ 無回答 

544 127 7 

 

◇保健指導の実施 

はい いいえ 無回答 

501 43 0 

 

◇保健指導の内容の充実 

はい いいえ 把握していない 無回答 

332 5 207 0 

 

◇労働者の健康保持の取組状況 



３－４ 保健指導において示された労働者自身が取り組むべき事項（食生活の改善等に取り

組むこと）を着実に実施するよう指導していますか。 

保健指導を行っている 544 の事

業者のうち、労働者が取り組むべき

事項の着実な実施を指導していな

い事業者が 4分の 1ある。保健指導

を有効に活用するため積極的な指

導が望まれる。 

 

 

 

４ 事業者が取り組むべき事項について計画を作成していますか。 

有所見率改善の取組は、すぐに結

果が見えるものではないため取組

方法等を定めた計画を作成し推進

することが必要であるが、計画を作

成している事業者は 50%に満たな

い。 

 

 

 

５ 毎月、産業医が職場巡視を行う日などにおいて、取組の実施状況の確認、健康相談等を

行っていますか。 

産業医の活動日を効率的に利用

している事業者は 54.6%に止まる。

積極的な産業医の活用を図ること

が望まれる。 

 

 

 

６ 全国労働衛生週間及びその準備期間において、重点的に、社内誌、講演会、電子メール、

掲示等による労働者への啓発、取組状況の点検、健康相談、健康教育等を実施していま

すか。 

労働衛生週間を契機とした活動

を行っている事業者は 63.1%に止

まる。労働衛生週間は、意識啓発を

行う絶好の機会であることから、

様々なメディアを活用した積極的

な活動が望まれる。 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ

74.6% 25.4% 

はい いいえ 無回答 

406 138 0 

 

◇労働者が取り組むべき事項の指導 

48.5% 49.4% 

はい いいえ 無回答 

335 329 14 

 

◇取組計画の作成 

54.6% 44.4% 

はい いいえ 無回答 

370 301 7 

 

◇産業医による取組確認 

36.0% 63.1% 

はい いいえ 無回答 

428 244 6 

 

◇全国労働衛生週間での啓発等の実施 



７ 個々の労働者を対象に、保健指導等の内容、労働者自身の取組状況、定期健康診断の結

果等を基に、取組事項の実施状況等の評価を行っていますか。 

有所見率改善に向けた個々の労

働者の取組状況を評価している事

業者は 37.5%に止まっている。 

衛生管理者等の産業保健スタッ

フを中心に、個々の労働者について

総合的に評価を行い、的確な指導を

行うことが健康の保持につながる。 

 

 

 

 

８ 事業場全体の取組事項の実施状況等を評価し、今後充実強化すべき事項等を今後の計

画に反映させる予定ですか。 

73.3%の事業者が、今後の充実強

化を予定しており、事業者の有所見

率改善への意欲は高い。 

 

 

 

 

 

◆調査結果のまとめ 

この度実施した自主点検は、管内の労働災害防止団体や労働基準協会などが主催し

た労働衛生週間実施要綱説明会などに出席した、比較的安全衛生活動に熱心であると

みられる事業場等を対象として実施したことから、労働安全衛生法に規定される事業

者が実施すべき項目の実施率は高い結果となった。 

しかしながら、定期健康診断における有所見率の改善に向けた取組については、保

健指導実施後の労働者へのフォローアップや取組方法等を定めた計画の作成などにつ

いて不十分な点が見られる。 

有所見率の改善のためには、健康診断などで判明した情報を活用し、労働者ごとの

取組内容を個別に指導することが必要であるが、重要なのは指導を受けた各人が指導

内容をよく理解し、納得したうえで改善のための取組を継続的に実行することである。 

そのためには、実施状況のアンケートや労働者から定期的な報告を求める等により、

事業場が各人の実施状況を積極的に把握し、的確なフォローアップを図っていくこと

が必要である。 

各事業場におかれては今回の自主点検の結果を踏まえ、さらに踏み込んだ労働者へ

の指導や長期的視点に立った取組について積極的な対応が望まれる。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

37.5% 61.9% 

はい いいえ 無回答 

254 420 4 

 

◇個々の労働者の取組状況の評価 

25.5% 73.3% 

はい いいえ 無回答 

497 173 8 

 

◇今後の取組への反映予定 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康診断の実施 
一般健康診断等 
（法第66条第1項～第4項） 

自発的健康診断 
（法第66条の2） 

法第66条第5項ただし書き 

の規定による健康診断 

●健康診断の実施とその後の手順 

健康診断結果の通知（法第 66条の 6） 
労働者自らが自発的に健康管理に取り組

めるよう、労働者に健康診断結果を通知し

なければならない。 

健康診断の結果についての医師等 

からの意見聴取（法第 66条の 4） 

就業区分 
就業上の措置の内容 

区分 内容 

通常 

勤務 

通常の勤務で

よいもの 
― 

就業 

制限 

勤務に制限を

加える必要の

あるもの 

勤務による負荷を軽減するため、労働時間の短

縮、出張の制限、時間外労働の制限、労働負荷の

制限、作業の転換、就業場所の変更、深夜業の回

数の減少、昼間勤務への転換等の措置を講じる。 

要休業 
勤務を休む必

要のあるもの 

療養のため、休暇、休職等により一定期間勤務さ

せない措置を講じる。 

 

健康診断実施後の措置（法第 66条の 5） 
○ 医師等からの意見を勘案し、その必要があると認めるときは、

当該労働者の実情を考慮して、就業場所の変更、作業の転換、

労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講ずる。 

○ 作業環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整備 

○ 医師等の意見の衛生委員会等への報告 等 

保健指導（法第 66条の 7） 

一般健康診断等の結果、特に健康

の保持に努める必要があると認め

る労働者に対して医師又は保健師

による保健指導を行うよう努める。 

異常の所見があると診断された場合 

法：労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号） 

定期健康診断の結果について 
～有所見率は年々上昇し 51.8％（過去最高）に～ 

  

大阪労働局（局長 西岸 正人）は、平成

22 年の定期健康診断の結果状況をとりまと

めた。 

 

定期健康診断は、労働安全衛生法により全

事業場において、常時使用する労働者への実

施が義務付けられている。 

労働者数 50人以上の事業場については、定

期健康診断結果を労働基準監督署へ報告しな

ければならない。 

今般、平成 22年の定期健康診断結果報告が

あった大阪府内の事業場（9,162 事業場）の

受診労働者（1,170,063 人）について、その

結果を取りまとめたものである。 

平成 23年 7月 28 日大阪労働局発表 「定期健康診断の結果について」より（抄） 

平成 23年 11月 28日報道発表 参考資料 

医師等による診断区分の決定 

診断区分（一例） 

異常なし 要観察 要医療 

表 2 定期健康診断の項目別有所見率の推移（大阪） 

 

項目 

 

 

 

年 

聴
力
（1

0
00

㎐
） 

聴
力
（4

0
00

㎐
） 

聴
力
（
そ
の
他
） 

胸
部
Ｘ
線
検
査 

喀
痰
検
査 

血
圧
検
査 

貧
血
検
査 

肝
機
能
検
査 

血
中
脂
質
検
査 

血
糖
検
査 

尿
検
査
（
糖
） 

尿
検
査
（
蛋
白
） 

心
電
図
検
査 

有
所
見
者(

全
項
目) 

13 年 4.0% 8.0% 0.8% 3.7% 1.5% 10.7% 5.6% 14.9% 27.3% 9.0% 3.0% 3.8% 8.7% 44.5% 

14 年 3.9% 7.9% 0.7% 3.7% 1.1% 11.1% 5.8% 14.9% 28.3% 9.0% 3.0% 3.8% 8.6% 45.4% 

15 年 3.8% 7.7% 0.7% 3.6% 1.7% 11.5% 5.6% 14.6% 28.7% 8.8% 3.0% 3.6% 8.6% 45.4% 

16 年 3.8% 7.6% 0.7% 3.7% 1.8% 11.7% 5.6% 14.4% 28.0% 8.7% 3.0% 3.9% 8.7% 45.9% 

17 年 3.8% 7.6% 0.6% 3.8% 0.6% 12.2% 5.9% 14.7% 29.4% 8.7% 3.0% 3.9% 8.9% 47.3% 

18 年 3.6% 7.5% 0.6% 4.1% 1.0% 12.1% 6.1% 14.3% 30.3% 8.9% 3.0% 4.0% 9.1% 48.0% 

19 年 3.6% 7.6% 0.7% 4.3% 1.9% 12.4% 6.2% 14.3% 31.3% 8.8% 2.8% 4.1% 9.1% 49.1% 

20 年 3.6% 7.6% 0.6% 4.5% 0.9% 13.4% 6.7% 14.2% 31.7% 9.0% 2.6% 4.4% 9.1% 50.4% 

21 年 3.8% 7.8% 0.6% 4.5% 2.0% 14.3% 7.0% 14.3% 32.9% 9.3% 2.6% 4.4% 9.5% 51.6% 

22 年 3.6% 7.5% 0.6% 4.7% 0.9% 14.3% 7.0% 14.6% 32.6% 9.4% 2.6% 4.8% 9.8% 51.8% 

22年と

13年と

の比較 

-0.4  -0.5  -0.2  +1.0  -0.6  +3.6  +1.4  -0.3  +5.3  +0.4  -0.4  +1.0  +1.1  +7.3  

Hz Hz 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参 照 条 文 
平成 23年 11月 28日報道発表 参考資料 
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